
様式第１０ 
循環型社会形成推進地域計画改善計画書 

 
地域名 構成市町村等名 計画期間 事業実施期間 

杵島地域 大町町、江北町、白石町、杵島地区衛生処理組合 平成 30 年度～令和 4 年度 平成 30 年度～令和 4 年度 

 
１ 目標の達成状況 
（ごみ処理） 
指      標 
 

現 状 
（令和  年度） 

目 標  
（令和  年度） A 

実 績   
（令和  年度） B 

実績 
/目標 

排出量 
 
 
 
 

事業系 総排出量 
    １事業所当たりの排出量 
生活系 総排出量 
    １事業所当たりの排出量 

         t 
              t 

 t 
kg/人 

         t 
              t 

 t 
kg/人 

         t 
              t 

 t 
kg/人 

     % 
     % 
     % 
      % 

合 計 事業系生活系総排出量合計               t               t               t      % 
再生利用量 
 

直接資源化量 
総資源化量 

              t 
              t 

              t 
              t 

              t 
              t 

     % 
     % 

エネルギー回収量 エネルギー回収量（年間の発電電力量）             MWh             MWh             MWh  
最終処分量 埋立最終処分量               t               t               t      % 

※目標未達成の指標のみを記載。 
（生活排水処理） 
指      標 
 

現 状 
（平成28年度） 

目 標 
 （令和4年度） A 

実 績 
 （令和4年度） B 

実績 
/目標 

総人口         ―  
公共下水道 
 

汚水衛生処理人口 
汚水衛生処理率又は汚水処理人口普及率 

7,095 人 
              17.6％ 

9,284 人 
              24.3％ 

9,017 人 
             24.2％ 

 97.1% 
98.5% 

集落排水施設等 
 

汚水衛生処理人口 
汚水衛生処理率又は汚水処理人口普及率 

5,089 人 
              12.6％ 

5,245 人 
              13.7％ 

4,805 人 
             12.9％ 

  91.6% 
  27.3% 

合併処理浄化槽等 
 

汚水衛生処理人口 
汚水衛生処理率又は汚水処理人口普及率 

 
                  ％ 

 
                  ％ 

 
                 ％ 

      % 
      % 

未処理人口 汚水衛生未処理人口          % 
※目標未達成の指標のみを記載。 



２ 目標が達成できなかった要因 
（生活排水処理） 
 
 令和４年度の総人口目標値は、約３８,０００人を算出していたが、令和４年度実績値の総人口は約３７,０００人であり、減少傾向で推
計をしていたが、それを上回る減少となっている。 
 
１.公共下水道 
 ・合併処理浄化槽等への接続が多かったため。 
 
 
２.集落排水施設等 
 ・合併処理浄化槽等への接続が多かったため。 
 
 
・処理人口の減少傾向は継続しているが、未処理人口の新築物件等の公共下水道及び合併処理浄化槽の接続人口は積極的な制度の利用が
なされていると推測する。非水洗（汲み取り）からの転換においては、資金面の都合上申請に至ってない現状も懸念される。また、単独処
理浄化槽からの転換は、使用者側の利点が少なく、申請希望が低調であると推測する。 

 
 
 
 
３ 目標達成に向けた方策 
目標達成年度  令和１０年度まで 
 
（生活排水処理） 
・非水洗化世帯に対して、合併処理浄化槽等への転換の周知をし、申請につながる対応を実施する。また適切な問い合わせ対応に努めると
ともに、非水洗化世帯には、引き続き合併処理浄化槽等への転換に係る普及啓発を実施。 
 
・新築物件については、積極的な合併処理浄化槽整備の制度利用の普及啓発を実施。 
 
 
 
 



（都道府県知事の所見） 
公共下水道、集落排水施設等が目標を達成していない要因は、合併処理浄化槽等への接続が多かったためであると推測されるが、平成２８年と

比べて処理率は増加している。公共下水道の未整備地域の整備、合併処理浄化槽の更なる普及を進め、汚水衛生処理率を向上させることで地
域の水質環境保全に努めていただきたい。 

 
 


